
⑥　幼児児童生徒の状況把握等
　文部科学省及び厚生労働省では、被災した
障害のある幼児児童生徒の状況把握及び支
援、教育委員会、学校等が支援を必要とする
幼児児童生徒を把握した場合に保護者の意向
を確認した上で市町村障害児福祉主管課に連
絡するなどの教育と福祉との連携、障害児支
援に関する相談窓口等の周知について、各都
道府県教育委員会、障害児福祉主管課に対し
要請している。

（２）防犯対策

ア　警察へのアクセス
　障害のある人は、防犯に関する通常のニー
ズを満たすのに特別の困難を有しており、ま
た、犯罪や事故の被害に遭う危険性が高く、
不安感も強いことから、障害のある人の気持
ちに配慮した各種施策の推進に努めている。
　障害のある人が警察へアクセスする際の困
難を取り除くための対策としては、全都道府
県警察において、FAX及びＥメールでの緊
急通報の受理を行っていること（FAX 110
番及びメール110番）、FAXネットワーク等

による情報提供に努めていること、交番等へ
のスロープ設置等を行っていることなどが挙
げられる。

イ　犯罪・事故被害の防止
　障害のある人が犯罪や事故の被害に遭うこ
との不安感を除くための対策としては、巡回
連絡等を通じて、障害のある人の相談や警察
に対する要望に応じるとともに、身近な犯罪
や事故の発生状況、防犯上のノウハウ等の安
全確保に必要な情報の提供に努めていること
などが挙げられる。
　また、警察では、住宅等に対する侵入犯罪
対策として大きな効果が期待できる建物部品
を掲載している「防犯性能の高い建物部品目
録」の公表及び普及を図っているほか、公益
社団法人日本防犯設備協会に対して、障害の
ある人を対象とした安全で信頼性の高い防犯
システムの普及に努めるよう指導しており、
同協会ではホームセキュリティガイドの中で
障害のある人に対応した機器を紹介する等の
活動を行っている。
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